
福 祉 保 健 委 員 会 

平成２７年３月６日 

すみだ福祉保健センター条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  
 （事業） 

第２条 福祉保健センターは、前条に規定す

る目的を達成するため、次の事業を行う。 

 ⑴～⑽ 〔略〕 

 （利用の手続） 

第６条 〔略〕 

２ 指定管理者は、前項の規定による利用の

承認に際し、管理上必要な条件を付すこと

ができる。 

 （利用の不承認） 

第７条 指定管理者は、次の各号のいずれか

に該当すると認めるときは、施設等の利用

の承認をしないものとする。 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 施設等を毀損するおそれがあるとき。 

 ⑶ 〔略〕 

 （有料施設） 

第８条 〔略〕 

２ 前項に規定する利用料金は、指定管理者

の収入とする。 

３ 指定管理者が特に必要があると認めると

きは、第１項に規定する利用料金を減額

し、又は免除することができる。 

４ 〔略〕 

 （利用権の譲渡等の禁止） 

第９条 第６条第１項の規定により利用の承

認を受けた者（以下「利用者」という。）

は、利用の権利を譲渡し、又は転貸しては

ならない。 

 （利用承認の取消し等） 

第１１条 指定管理者は、次の各号のいずれ

かに該当すると認めるときは、利用の承認

を取り消し、又は利用を制限し、若しくは

停止することができる。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 災害その他の事故により施設等を利用

することができなくなったとき。 

 ⑷ 〔略〕 

 （高齢者在宅サービスセンターの特例等） 

第１４条 高齢者在宅サービスセンター（以

 〔同左〕 

第２条 福祉保健センターは、前条の目的を

達成するため、次の事業を行う。 

 ⑴～⑽ 〔略〕 

 〔同左〕 

第６条 〔略〕 

２ 指定管理者は、前項の利用の承認に際し、

管理上必要な条件を付すことができる。 

 

 〔同左〕 

第７条 〔同左〕 

 

 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 施設等をき損するおそれがあるとき。 

 ⑶ 〔略〕 

 〔同左〕 

第８条 〔略〕 

２ 前項の利用料金は、指定管理者の収入と

する。 

３ 指定管理者が特に必要があると認めると

きは、第１項の利用料金を減額し、又は免

除することができる。 

４ 〔略〕 

 〔同左〕 

第９条 利用の承認を受けた者（以下「利用

者」という。）は、利用の権利を譲渡し、

又は転貸してはならない。 

 

 〔同左〕 

第１１条 〔同左〕 

 

 

 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 災害その他の事故により施設等の利用

ができなくなったとき。 

 ⑷ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１４条 〔同左〕 



 

下「サービスセンター」という。）を利用

することができる者は、次に掲げる者とす

る。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 介護保険法の規定による特定介護予防 

  ・日常生活支援総合事業（以下「総合事

業」という。）に係るサービス費の支給

に係る者 

 ⑷～⑹ 〔略〕 

２ 前項第１号から第４号までに掲げる者が

サービスセンターを利用しようとするとき

は、規則の定めるところにより、利用に関

する契約を指定管理者と締結し、又は指定

管理者の承認を受けなければならない。 

３ 第１項第５号及び第６号に掲げる者がサ 

 ービスセンターを利用しようとするときは、

 指定管理者の承認を受けなければならない。

 この場合においては、第７条の規定を準用

する。 

４ 第１項第１号に掲げる者（以下「通所介

護利用者」という。）は、次に掲げる額の

合計額を指定管理者に納めなければならな

い。 

 

 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

５ 第１項第２号に掲げる者（以下「認知症

対応型通所介護利用者」という。）は、次

に掲げる額の合計額を指定管理者に納めな

ければならない。 

 

 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

６ 第１項第３号に掲げる者（以下「総合事

業利用者」という。）は、次に掲げる額の

合計額を指定管理者に納めなければならな

い。 

 

 

 ⑴ サービスの内容、サービスセンターの

所在する地域等を勘案して算定される総

合事業に要する平均的な費用（食事の提

供に要する費用その他の日常生活に要す

 

 

 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 介護保険法の規定による介護予防通所

介護に係る介護予防サービス費又は特例

介護予防サービス費の支給に係る者 

 

 ⑷～⑹ 〔略〕 

２ 前項第１号から第４号までに規定する者

がサービスセンターを利用しようとすると

きは、規則の定めるところにより、利用に

関する契約を、指定管理者と締結しなけれ

ばならない。 

３ 第１項第５号及び第６号に規定する者が

サービスセンターを利用しようとするとき

は、指定管理者の承認を受けなければなら

ない。この場合においては、第７条の規定

を準用する。 

４ 第１項第１号に規定する者（以下「通所

介護利用者」という。）は、次に掲げる額

の合計額を指定管理者に納めなければなら

ない。ただし、指定管理者は、規則で定め

るところにより、その額を減額することが

できる。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

５ 第１項第２号に規定する者（以下「認知

症対応型通所介護利用者」という。）は、

次に掲げる額の合計額を指定管理者に納め 

 なければならない。ただし、指定管理者は、

 規則で定めるところにより、その額を減額

することができる。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

６ 第１項第３号に規定する者（以下「介護

予防通所介護利用者」という。）は、次に

掲げる額の合計額を指定管理者に納めなけ

ればならない。ただし、指定管理者は、規

則で定めるところにより、その額を減額す

ることができる。 

 ⑴ サービスの内容、サービスセンターの

所在する地域等を勘案して算定される介 

  護予防通所介護に要する平均的な費用 

  （食事の提供に要する費用その他の日常



 

る費用として厚生労働省令で定める費用

を除く。）の額を勘案して区長が定める

基準により算定した費用の額（その額が

現に当該介護予防通所介護に要した費用

の額を超えるときは、当該現に介護予防

通所介護に要した費用の額） 

 

 ⑵ 〔略〕 

７ 第１項第４号に掲げる者（以下「介護予 

 防認知症対応型通所介護利用者」という。）

 は、次に掲げる額の合計額を指定管理者に

納めなければならない。 

 

 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

８ 指定管理者は、第４項から前項までの規

定によるもののほか、日常生活に要する費

用等で通所介護利用者、認知症対応型通所

介護利用者、総合事業利用者及び介護予防

認知症対応型通所介護利用者（以下この項

において「通所介護利用者等」という。）

に負担させることが適当と認められるもの

については、規則で定めるところにより、

通所介護利用者等から徴収することができ

る。 

９ 第１項第５号及び第６号に掲げる者は、

規則で定める費用の額を指定管理者に納め 

 なければならない。 

 

 

１０・１１ 〔略〕 

１２ 指定管理者は、規則で定めるところに

より、第４項から第７項までの規定により

通所介護利用者等が指定管理者に支払う費

用の額を減額し、又は第９項の規定により

利用者が指定管理者に支払う費用の額を減

額し、若しくは免除することができる。 

 （指定管理者の指定の手続） 

第１６条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 区長は、前項の規定により提出された書

類を審査し、かつ、実績等を考慮して、次

の各号のいずれにも該当すると認めたもの

生活に要する費用として厚生労働省令で

定める費用を除く。）の額を勘案して厚

生労働大臣が定める基準により算定した

費用の額（その額が現に当該介護予防通 

  所介護に要した費用の額を超えるときは、

  当該現に介護予防通所介護に要した費用

の額） 

 ⑵ 〔略〕 

７ 第１項第４号に規定する者（以下「介護 

 予防認知症対応型通所介護利用者」とい 

 う。）は、次に掲げる額の合計額を指定管

理者に納めなければならない。ただし、指

定管理者は、規則で定めるところにより、

その額を減額することができる。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

８ 指定管理者は、第４項から前項までの規

定によるもののほか、日常生活に要する費

用等で通所介護利用者、認知症対応型通所

介護利用者、介護予防通所介護利用者及び

介護予防認知症対応型通所介護利用者（以

下この項において「通所介護利用者等」と

いう。）に負担させることが適当と認めら

れるものについては、規則で定めるところ

により、通所介護利用者等から徴収するこ

とができる。 

９ 第１項第５号及び第６号に規定する者は、

 規則で定める費用の額を指定管理者に納め 

 なければならない。ただし、指定管理者は、

規則で定めるところにより、その額を減額

し、又は免除することができる。 

１０・１１ 〔略〕 

  〔新設〕 

 

 

 

 

 

 〔同左〕 

第１６条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 〔同左〕 

 

 



 

を指定管理者として指定するものとする。 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 事業計画の内容が、福祉保健センター

の効用を最大限に発揮することができる

ものであるとともに、その効率的な運営

が図られるものであること。 

 ⑶ 〔略〕 

 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 事業計画の内容が、福祉保健センター

の効用を最大限に発揮できるものである

とともに、その効率的な運営が図られる

ものであること。 

 ⑶ 〔略〕 
  

   付 則  

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 平成２７年度におけるこの条例による改正後の第１４条第１項第３号、第２項、

第６項及び第８項の規定の適用については、第１４条第１項第３号中「介護保険法

の規定による特定介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）

に係るサービス費」とあるのは「介護保険法の一部を改正する法律（平成２６年法

律第８３号）による改正前の介護保険法の規定による介護予防通所介護に係る介護

予防サービス費又は特例介護予防サービス費」と、同条第２項中「し、又は指定管

理者の承認を受けければならない」とあるのは「しなければならない」と、同条第

６項各号列記以外の部分中「総合事業利用者」とあるのは「介護予防通所介護利用

者」と、同項第１号中「区長」とあるのは「厚生労働大臣」と、同条第８項中「総

合事業利用者」とあるのは「介護予防通所介護利用者」と読み替えるものとする。 

３ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前のすみだ福祉保健センター条例

（以下「改正前の条例」という。）第１４条第２項の規定により締結した契約及び

同条第３項の規定により受けた承認は、平成２９年３月３１日を期限として、この

条例による改正後の条例第１４条第２項の規定により締結した契約及び同条第３項

の規定により受けた承認とみなす。ただし、改正前の条例第１４条第４項から第９

項までの規定により納付された利用料等の取扱いについては、なお従前の例による。 

 

 

 

 



 

※ 介護保険法の一部改正（抄） 

改  正  後 改  正  前 
  
第８条の２ この法律において「介護予防サ 

 ービス」とは、介護予防訪問入浴介護、介 

 護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテ 

 ーション、介護予防居宅療養管理指導、介

護予防通所リハビリテーション、介護予防

短期入所生活介護、介護予防短期入所療養

介護、介護予防特定施設入居者生活介護、

介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福

祉用具販売をいい、「介護予防サービス事

業」とは、介護予防サービスを行う事業を

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ この法律において「介護予防訪問入浴介

護」とは、要支援者であって、居宅におい 

 て支援を受けるもの（以下「居宅要支援者」

 という。）について、その介護予防（身体

上又は精神上の障害があるために入浴、排

せつ、食事等の日常生活における基本的な

動作の全部若しくは一部について常時介護

を要し、又は日常生活を営むのに支障があ

る状態の軽減又は悪化の防止をいう。以下

同じ。）を目的として、厚生労働省令で定

める場合に、その者の居宅を訪問し、厚生

労働省令で定める期間にわたり浴槽を提供

して行われる入浴の介護をいう。 

３ この法律において「介護予防訪問看護」

第８条の２ この法律において「介護予防サ 

 ービス」とは、介護予防訪問介護、介護予

防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護

予防訪問リハビリテーション、介護予防居

宅療養管理指導、介護予防通所介護、介護

予防通所リハビリテーション、介護予防短

期入所生活介護、介護予防短期入所療養介

護、介護予防特定施設入居者生活介護、介

護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉 

 用具販売をいい、「介護予防サービス事業」

 とは、介護予防サービスを行う事業をいう。

２ この法律において「介護予防訪問介護」

とは、要支援者であって、居宅において支

援を受けるもの（以下「居宅要支援者」と 

 いう。）について、その者の居宅において、

 その介護予防（身体上又は精神上の障害が

あるために入浴、排せつ、食事等の日常生

活における基本的な動作の全部若しくは一

部について常時介護を要し、又は日常生活

を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化 

 の防止をいう。以下同じ。）を目的として、

 介護福祉士その他政令で定める者により、

厚生労働省令で定める期間にわたり行われ

る入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の支援であって、厚生労働省令で

定めるものをいう。 

３ この法律において「介護予防訪問入浴介

護」とは、居宅要支援者について、その介

護予防を目的として、厚生労働省令で定め

る場合に、その者の居宅を訪問し、厚生労

働省令で定める期間にわたり浴槽を提供し

て行われる入浴の介護をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 〔同左〕 



 

とは、居宅要支援者（主治の医師がその治

療の必要の程度につき厚生労働省令で定め 

 る基準に適合していると認めたものに限 

 る。）について、その者の居宅において、

その介護予防を目的として、看護師その他

厚生労働省令で定める者により、厚生労働

省令で定める期間にわたり行われる療養上

の世話又は必要な診療の補助をいう。 

４ この法律において「介護予防訪問リハビ

リテーション」とは、居宅要支援者（主治

の医師がその治療の必要の程度につき厚生

労働省令で定める基準に適合していると認

めたものに限る。）について、その者の居

宅において、その介護予防を目的として、

厚生労働省令で定める期間にわたり行われ

る理学療法、作業療法その他必要なリハビ

リテーションをいう。 

５ この法律において「介護予防居宅療養管

理指導」とは、居宅要支援者について、そ

の介護予防を目的として、病院等の医師、

歯科医師、薬剤師その他厚生労働省令で定

める者により行われる療養上の管理及び指

導であって、厚生労働省令で定めるものを

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ この法律において「介護予防通所リハビ

リテーション」とは、居宅要支援者（主治

の医師がその治療の必要の程度につき厚生

労働省令で定める基準に適合していると認

めたものに限る。）について、介護老人保

健施設、病院、診療所その他の厚生労働省

令で定める施設に通わせ、当該施設におい

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

７ この法律において「介護予防通所介護」

とは、居宅要支援者について、その介護予

防を目的として、老人福祉法第５条の２第

３項の厚生労働省令で定める施設又は同法

第２０条の２の２に規定する老人デイサー 

 ビスセンターに通わせ、当該施設において、

 厚生労働省令で定める期間にわたり、入浴、

 排せつ、食事等の介護その他の日常生活上

の支援であって厚生労働省令で定めるもの

及び機能訓練を行うこと（介護予防認知症

対応型通所介護に該当するものを除く。）

をいう。 

８ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 



 

て、その介護予防を目的として、厚生労働

省令で定める期間にわたり行われる理学療 

 法、作業療法その他必要なリハビリテーシ 

 ョンをいう。 

７ この法律において「介護予防短期入所生

活介護」とは、居宅要支援者について、老

人福祉法第５条の２第４項の厚生労働省令

で定める施設又は同法第２０条の３に規定

する老人短期入所施設に短期間入所させ、

その介護予防を目的として、厚生労働省令

で定める期間にわたり、当該施設において

入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常

生活上の支援及び機能訓練を行うことをい

う。 

８ この法律において「介護予防短期入所療

養介護」とは、居宅要支援者（その治療の

必要の程度につき厚生労働省令で定めるも

のに限る。）について、介護老人保健施設

その他の厚生労働省令で定める施設に短期

間入所させ、その介護予防を目的として、

厚生労働省令で定める期間にわたり、当該

施設において看護、医学的管理の下におけ

る介護及び機能訓練その他必要な医療並び

に日常生活上の支援を行うことをいう。 

９ この法律において「介護予防特定施設入

居者生活介護」とは、特定施設（介護専用

型特定施設を除く。）に入居している要支 

 援者について、その介護予防を目的として、

 当該特定施設が提供するサービスの内容、

これを担当する者その他厚生労働省令で定

める事項を定めた計画に基づき行われる入

浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生

活上の支援であって厚生労働省令で定める

もの、機能訓練及び療養上の世話をいう。 

 

１０ この法律において「介護予防福祉用具

貸与」とは、居宅要支援者について福祉用

具のうちその介護予防に資するものとして

厚生労働大臣が定めるものの政令で定める

ところにより行われる貸与をいう。 

１１ この法律において「特定介護予防福祉

用具販売」とは、居宅要支援者について福

祉用具のうちその介護予防に資するもので

 

 

 

 

９ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 〔同左〕 

 

 

 

 

１３ 〔同左〕 

 

 



 

あって入浴又は排せつの用に供するものそ 

 の他の厚生労働大臣が定めるもの（以下 

 「特定介護予防福祉用具」という。）の政

令で定めるところにより行われる販売をい

う。 

１２ この法律において「地域密着型介護予

防サービス」とは、介護予防認知症対応型

通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介

護及び介護予防認知症対応型共同生活介護

をいい、「特定地域密着型介護予防サービ

ス」とは、介護予防認知症対応型通所介護

及び介護予防小規模多機能型居宅介護をい

い、「地域密着型介護予防サービス事業」

とは、地域密着型介護予防サービスを行う

事業をいう。 

１３ この法律において「介護予防認知症対

応型通所介護」とは、居宅要支援者であっ

て、認知症であるものについて、その介護

予防を目的として、老人福祉法第５条の２

第３項の厚生労働省令で定める施設又は同 

 法第２０条の２の２に規定する老人デイサ 

 ービスセンターに通わせ、当該施設におい

て、厚生労働省令で定める期間にわたり、

入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常

生活上の支援であって厚生労働省令で定め

るもの及び機能訓練を行うことをいう。 

１４ この法律において「介護予防小規模多

機能型居宅介護」とは、居宅要支援者につ

いて、その者の心身の状況、その置かれて

いる環境等に応じて、その者の選択に基づ

き、その者の居宅において、又は厚生労働

省令で定めるサービスの拠点に通わせ、若 

 しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、

 その介護予防を目的として、入浴、排せつ、

 食事等の介護その他の日常生活上の支援で

あって厚生労働省令で定めるもの及び機能

訓練を行うことをいう。 

１５ この法律において「介護予防認知症対

応型共同生活介護」とは、要支援者（厚生

労働省令で定める要支援状態区分に該当す

る状態である者に限る。）であって認知症

であるもの（その者の認知症の原因となる

疾患が急性の状態にある者を除く。）につ

 

 

 

 

 

１４ この法律において「地域密着型介護予

防サービス」とは、介護予防認知症対応型

通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介

護及び介護予防認知症対応型共同生活介護

をいい、「地域密着型介護予防サービス事

業」とは、地域密着型介護予防サービスを

行う事業をいう。 

 

 

 

１５ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７ 〔同左〕 

 

 

 

 

 



 

いて、その共同生活を営むべき住居におい

て、その介護予防を目的として、入浴、排

せつ、食事等の介護その他の日常生活上の

支援及び機能訓練を行うことをいう。 

１６ この法律において「介護予防支援」と

は、居宅要支援者が第５３条第１項に規定

する指定介護予防サービス又は特例介護予

防サービス費に係る介護予防サービス若し

くはこれに相当するサービス、第５４条の

２第１項に規定する指定地域密着型介護予 

 防サービス又は特例地域密着型介護予防サ 

 ービス費に係る地域密着型介護予防サービ

ス若しくはこれに相当するサービス、特定 

 介護予防・日常生活支援総合事業（市町村、

 第１１５条第４５の３第１項に規定する指

定事業者又は第１１５条の４７第６項の受

託者が行うものに限る。以下この項及び第

３２条第４項第２号において同じ。）及び

その他の介護予防に資する保健医療サービ

ス又は福祉サービス（以下この項において

「指定介護予防サービス等」という。）の

適切な利用等をすることができるよう、第

１１５条の４６第１項に規定する地域包括

支援センターの職員のうち厚生労働省令で

定める者が、当該居宅要支援者の依頼を受

けて、その心身の状況、その置かれている

環境、当該居宅要支援者及びその家族の希

望等を勘案し、利用する指定介護予防サー

ビス等の種類及び内容、これを担当する者

その他厚生労働省令で定める事項を定めた

計画（以下この項及び別表において「介護

予防サービス計画」という。）を作成する

とともに、当該介護予防サービス計画に基

づく指定介護予防サービス等の提供が確保

されるよう、第５３条第１項に規定する指

定介護予防サービス事業者、第５４条の２

第１項に規定する指定地域密着型介護予防

サービス事業者、特定介護予防・日常生活

支援総合事業を行う者その他の者との連絡 

 調整その他の便宜の提供を行うことをいい、

 「介護予防支援事業」とは、介護予防支援

を行う事業をいう。 

 

 

 

 

１８ この法律において「介護予防支援」と

は、居宅要支援者が第５３条第１項に規定

する指定介護予防サービス又は特例介護予

防サービス費に係る介護予防サービス若し

くはこれに相当するサービス、第５４条の

２第１項に規定する指定地域密着型介護予 

 防サービス又は特例地域密着型介護予防サ 

 ービス費に係る地域密着型介護予防サービ

ス若しくはこれに相当するサービス及びそ

の他の介護予防に資する保健医療サービス 

 又は福祉サービス（以下この項において 

 「指定介護予防サービス等」という。）の

適切な利用等をすることができるよう、第

１１５条の４６第１項に規定する地域包括

支援センターの職員のうち厚生労働省令で

定める者が、当該居宅要支援者の依頼を受

けて、その心身の状況、その置かれている

環境、当該居宅要支援者及びその家族の希

望等を勘案し、利用する指定介護予防サー

ビス等の種類及び内容、これを担当する者

その他厚生労働省令で定める事項を定めた

計画（以下この項及び別表において「介護

予防サービス計画」という。）を作成する

とともに、当該介護予防サービス計画に基

づく指定介護予防サービス等の提供が確保

されるよう、第５３条第１項に規定する指

定介護予防サービス事業者、第５４条の２

第１項に規定する指定地域密着型介護予防

サービス事業者その他の者との連絡調整そ

の他の便宜の提供を行うことをいい、「介

護予防支援事業」とは、介護予防支援を行

う事業をいう。 

 

  

【施行期日】平成２７年４月１日 


